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201６年度基本要求回答交渉・特勤手当交渉
行政補助員制度を登録制に！産技Ｃ・ＫＡＳＴ統合、独法化の法的根拠を示せ！

税務職場の困難性は増している！業務の委託化・電子化により困難性が低下した実態はない

自治労県職労は1月7日、2016年度基本要求回答交渉と継続課題となっていた調整額・特勤手当交渉を行いました。（回答要旨は裏面）

基本要求の重点課題・発言内容
○過重労働の撲滅・人員要求について

・月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務を命じた所属について、その原因と改善策を明らかにすること。

・グループウェアを活用し、全庁的に「在庁時間」の実態把握をしたらどうか。
・予算や議会対応など、内部管理業務の抜本的見直しを求める。「限られた時間」の認識、コスト意識を財政課幹部に持ってほしい。
・年末・年始にも仕事のメールが入ってくる事態になっている。
・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を。欠員は正規職員をもって早急に解消を。
・非常勤や臨任職員が複数配置されている。特に年度当初の繁忙期に、臨任がいなくなるのは大変厳しいので、業務に見合った人員配置を。

○メンタルヘルス対策・労働安全衛生について

・職員健康管理センターに産業医を中心とするチームを設け、メンタルヘルスの総合的対策を構築するよう求める。産業医の専任化を。

・安全衛生委員会が本来の役割を発揮し、活性化するような取組みを求める。

・「労働安全衛生の法令を遵守し」と言われるが、実態が伴っていないので、改善を求める。

○産業技術センター独法化の問題
・産業技術センター（産技Ｃ）の独立行政法人化は、職員の雇用問題のみならず、公的責任を確保する観点からも反対する。

・現行の「地方独立行政法人法」では、地方独立行政法人と財団法人との統合は認められていないと解するが、産技Ｃと神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）の統合、地方独立行政法人化について、どのような法的根拠に基づいて実現可能と判断しているか、具体的に明らかにすること。
○行政補助員の課題
・正規職員の欠員補充としても非正規職員が配置されている。その業務は「補助的」を大きく逸脱している場合が多く、一定の県での職務経験がないと勤まらないケースも多い。県での職務経験のある者は、各所属において貴重な存在であり、経験者を望む所属は多い。経験のない行政補助員が配置された場合、業務に支障が出かねない現状を当局はどのように考えるのか。
・現行制度において、行政補助員の募集、選考について、各所属において過重な負担が生じているが、そのことについてどのように考えているか。
・現臨任制度を参考に登録制とする見直しを提案しているが、当局の見解を具体的に示せ。
・仮に、自治労県職労の提案が認められない場合であっても、平成26年の総務省通知を遵守すべきであると考える。（募集に当たっては「差別」をしてはならない。つまり、以前雇用したことをもって、数年後に同一所属での雇用を妨げることは「差別」にあたる）
○ノーマライゼーションの課題

・2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を行うよう求める。
・加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。
・職員への大きな負担となっていることを踏まえ、視覚障害を持つ電話交換職員の職場への派遣導入は止めてもらいたい。


	要求項目
	労務担当局長回答要旨

	過重労働の撲滅・
休暇等
	・これまで総労働時間の短縮に関する指針や管理調整会議の申合せ事項により、県庁を挙げて取組みが行われてきた。今後はスマート県庁アクションプランで残業ゼロに向けた取組みを進めるなど、総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。
・グループウェアを活用することにより、職員の在庁時間の傾向を把握することが可能。所属において業務分担に偏りがないかを確認するなど、業務分担の活用には利用できると思う。

	適正な

人員配置
	・どのような県民サービスが必要であるかを各局で十分議論したうえで、事業に優先順位をつけ、適切な人員配置が必要。政策判断がますます重要である。
・危機的な財政状況のもとで、質の高いサービス、成果の見えるサービスを実現していくためには、無駄のない行政運営を行い、より行革に取り組む必要がある。人員問題はその延長線上にあり、厳しい調整がされることもあり、抑制基調にならざるを得ない。

・職員の採用は、中長期的な観点から計画的に行い、バランスのとれた人員構成にする必要がある。長期雇用にこだわらず、業務の性格に応じて臨任や非常勤、再任用職員を弾力的に任用するなど、効率的な執行体制も必要である。

	メンタルヘルス対策
	・これまで、職場リハビリをする職員に対する傷害保険制度の導入、採用5年目の職員を対象とする面談、月80時間を超える時間外勤務をした職員全員を対象とした産業医の面接、マイ健康ポータルの開設、休職者のしおりの配付、外部相談窓口の増設などを行ってきた。
・産業医の専任化については、所管課で協議していると聞いている。
・ストレスチェックの実施にあたっては、プライバシーに配慮し、必要な対策を講じる。

	労働安全衛生の課題
	・安全衛生委員会の主な議題をイントラに掲載している。今後も充実に向けて努力する。
・安全衛生委員会が法定のとおり開催されていない所属を確認し、形骸化の実態があれば、所属への指導を行う。
・今後とも関係法令を遵守し、安全で衛生的な職場環境の整備を行う。節電対策を進めるにあたっては執務環境に留意し、職員の健康を守るため、労働安全衛生には意を用いる。

	福利厚生等
	・新しい分庁舎のレストランについては、今後所管課で検討する。

	人事評価システム
	・再任用の人事評価については平成28年度中に実施し、勤勉手当への反映については、今後県労連の場で話し合う。

	行政システム改革
	・行革を進めるにあたっては、職員の理解や協力は欠かせない。理解を求めるよう努力する。
・職員の勤務条件に係る問題については、責任を持って対処する。
・産業技術センターの独法化に係る課題については、しかるべき機会に情報提供し、話し合う場を設ける。

	行政補助員の課題
	・働く意欲のある人に広く門戸を開き、資格等を要しない補助的業務については、行政補助員を公募。広く県民に県の仕事を支えていただくとともに、新たな就業のステップとしてもらうこととしている。
・雇用期間は一会計年度内で更新は2回が限度ということを、行政補助員募集時に説明し、本人は承知していることである。

	ノーマライゼーション課題
	・障害者の職域の拡大に努力、平成27年度の県の障害者雇用率は3.33％となり、目標の3％を達成。今後も雇用の安定に努める。

・平成28年4月1日に「障害者差別解消法」が施行される。引き続き職場環境の整備については、できる限り意を用いる。

・加齢に伴う障害の重度化等によるさまざまな課題については、以前開催した当事者と人事当局との意見交換会で出された意見も参考にしつつ、意向申告や面接で聴取した個別事情に配慮しながら対応していく。


	勤務箇所（職員）
	当局提案・回答
	自治労県職労要求・主張

	保健福祉事務所（診療放射線技師、診療エックス線技師）
	・調整数１⇒廃止
	・兼務先（総合療育相談センター）での撮影は障害児が対象で、困難性が高い。

	中央・平塚・厚木児童相談所（一時保護所の児童指導員、保育士）
	・調整数１⇒２
	・虐待や貧困、生活保護世帯の増大など、社会情勢は大きく変化している。現場の過酷な状況をもっと認識すべきである。

	児童相談所（一時保護所以外）の児童福祉司、児童の相談・調査業務専従者、心理判定員
	・調整額化は困難

・人員配置の強化を図ることで対応
	・特殊勤務手当の調整額化を求める。
・社会情勢の大きな変化に伴う過酷な職場実態を直視せよ。

	総合療育相談センター（病棟勤務の看護師、准看護師）
	・調整数２⇒１
	・いつから何が原因で困難性がなくなったのか、明らかにせよ。

	総合療育相談センター（上記を除く看護師、准看護師）
	・調整数１⇒廃止
	

	中里学園（看護師、保育士）
	・看護師：調整数１

・保育士：調整数２⇒１
	・困難性について、看護師と保育士が同程度という具体的根拠は何か。

	おおいそ学園（児童と起居を共にする児童自立支援専門員等）
	・調整数３⇒廃止
	

	おおいそ学園（上記を除く児童自立支援専門員、児童生活支援員）
	・調整数２⇒３
	

	さがみ緑風園（生活指導員、生活指導補助員）
	・調整数４～１⇒３～１
　部長は日額手当
	・さがみ緑風園に勤務する生活指導員の困難性が低下したという具体的根拠を示せ。

	県税事務所、自動車税管理事務所、徴収対策課（賦課徴収業務の常時従事者）
	・税務手当月額⇒日額（現行支給月額／20）
・今回の見直しで対象業

務を絞り込むことは考え

ていない。
	・困難性が日常的にある職場。本来であれば、独自の給料表で手当されるべきである。

・「税務手当については、その成り立ちが他の手当とは異なることを理解し、月額を維持する」とした労使合意が前提。提案の撤回を。



	新規要求事項（特殊勤務手当）
	当局回答

	自主運転手当

○公用車を自主運転して出張する場合、運転した職員に支給

・無免許者やペーパードライバーの増加によって、特定の職員に運転が偏る実態がある。
・運転をした上で到着後本来業務を行うことは、明らかに同乗者とは業務の困難性が異なる。
	・運転をしたというだけでは支給はできない。

	オンコール手当

○正規の勤務時間外に、緊急業務で職場等に呼び出された職員に支給

・決められた日に待機し、時間外に出勤すること自体が「命令行為」・警報で呼び出され、職場に到着した段階で警報が解除された場合、何の措置もない。時間外に通勤した労力と自宅待機時の拘束の困難性に着目すべき。
	・待機中は使用者の指揮・監督下になく、指示が出ているわけではない。支給は困難。

	高温作業手当

○気温35度以上又は湿度70％以上となる野外現場において、一定時間以上作業に従事した職員に支給

・近年の異常気象の常態化を踏まえれば、盛夏の屋外勤務における「熱中症」罹患の可能性増大など、危険性の度は増している。
	・高温・多湿の屋外で作業をしているだけでは支給は困難。県民の理解が得られない。

	○地域県政総合センターの自然保護担当職員が、鳥獣の捕獲業務等に同行した場合や急傾斜地等での作業に従事した場合に支給

・熊や猪などの大型鳥獣に遭遇する現場の危険性に着目してほしい。
	・同行するだけでは支給は困難。

・急傾斜地等で作業をする場合は、「危険現場手当」で対応。


ＬＡＧシンポジウム

（労働弁護グループ・かながわ）

○日時：2月9日(火)　18時30分～

○会場：かながわ労働プラザ　（Ｌプラザ）

4階　第3会議室

ＪＲ「石川町駅」北口徒歩3分

○講演：「労働法制改悪の現状と課題」（仮題）

○講師：嶋﨑　量　弁護士
（日本労働弁護団事務局長／神奈川総合法律事務所）

🌸　参加ご希望の方は組合事務所まで♪
















































＜調整額・特殊勤務手当交渉＞





＜基本要求回答交渉＞








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































